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活動記録について ・・・P10～P19

金銭出納簿について ・・・P20～P24

実施状況報告書について ・・・P25～P30
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○今回の資料中の様式は、要点の説明のため実際の様式を編集し
ています。実施状況報告書等は正式な様式をご使用ください。

○今回の資料中の各支払を次のように記載しています。
・農地維持支払 ・・・農地維持
・資源向上支払（共同） ・・・共同
・資源向上支払（長寿命化）・・・長寿命化

平成29年度 多面的機能支払交付金



作成資料について

【提出資料】

市町村が定めた期日までに関係資料を作成し提出してください。

○活動記録（様式第１－６号）

○金銭出納簿（様式第１－７号）

○実施状況報告書（様式第１－８号）

※活動報告確認票（別記１－５様式第１号）の作成（広域組織が対象）

※計画を変更した場合の変更届

上記の様式は、国で定められたものであり、独自で記入欄の追加などの加工はできません。

【参考資料】

○領収書など支出の証拠書類

○点検及び機能診断結果の記録

※上記の資料は、市町村が実施状況報告書を確認する際に提示を求める場合がありますので、

整理をお願いします。



1.農地維持支払及び資源向上支払（共同）による施設の長寿命化のための活動の実施

・活動計画書に位置づけた「農地維持」及び「共同」の活動を適切に実施した場合は、それ以上の活動の実施を妨げる

理由がないことから「長寿命化」のための活動を実施することが可能です。・・・Ｐ2参照

※活動計画書に位置づけた「農地維持」及び「共同」の活動を確実に実施することが前提であるため、費用の支出の

有無に関わらず、実施した全ての「農地維持」及び「共同」の活動については、【活動記録】に記載する必要があ

ります。

※活動計画書に「農地維持」及び「共同」 として行う「長寿命化」のための活動を位置づける必要があります。

※「農地維持」及び「共同」の交付金から「長寿命化」のための活動の実施に活用する金額については、組織の実情

に即し、適切に設定する必要があります。

※「長寿命化」の交付金を「農地維持」及び「共同」の活動に使用することは、不可です。

2.経理区分の一本化

・事務負担を軽減するために、「農地維持支払」及び「共同」と「長寿命化」の【経理区分の一本化】をすることが可

能です。・・・Ｐ2参照

※【経理区分を一本化】するか否かにかかわらず、前年度からの持越金を活用する場合は、前年度の実施状況報告書

の「持越理由」に記載した使途に限定されます。

※財産管理台帳も引き続き適正に管理することが必要です。

3.事業計画期間中における水田の畑地化

・水田の畑地化を円滑に進める観点から、事業計画期間中に水田を畑地化した場合、その時点の当該事業計画期間中に

おいては、「農地維持」の単価は水田（田）の単価を適用します。

※活動計画書の「Ⅰ.の3.交付金額」の備考に地目変更前の単価を適用する旨を記載します。・・・Ｐ4参照

4.多面的機能の増進を図る活動に関する広報活動の取扱い

・平成29年度以降に新たに多面的機能の増進を図る活動を実施する場合は、広報活動が実施の要件に追加されます。

（ただし、中山間地域等を対象農用地に含まない組織または地域振興立法8法に該当しない組織に限ります。）

※農村環境保全活動における広報活動を同じ年度に実施する場合は、その内容が重複しないように明確に区分するこ

とが重要です。・・・Ｐ4、5参照

平成29年度の変更点について
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【制度（要綱）の一部改正】



農地維持・共同
８０万円 長寿命化

５０万円

農地維持・共同
２０万円 農地維持・共同

＋長寿命化
１５０万円

1.農地維持支払及び資源向上支払（共同）による施設の長寿命化のための活動の実施

2.経理区分の一本化

制度（要綱）の一部改正の留意点について

○組織例 １
・農地維持・共同の年度交付金＝１００万円
・長寿命化の年度交付金＝取組みなし

¯

３０万円の長寿命化の活動を計画

○組織例 2

・農地維持・共同の年度交付金＝１００万円
・長寿命化の年度交付金＝５０万円

¯

７０万円の長寿命化の活動を計画

農地維持・共同
１００万円

長寿命化の活動
３０万円

経理区分の

一本化も可

従来通りの経理区分

（経理を明確に区分）

・活動前に変更認定が必要
（活動計画書）

・活動前に変更認定が必要
（活動計画書）

・活動及び収支を明確にして活動記
録、金銭出納簿、実績報告書に記
載が必要

・活動前に規約の変更が必要
・変更の届出が必要

（活動計画書）
・2つの通帳で管理

共通の留意点

・前年度からの農地維持及び共同の持越金を長寿命化に活用できる場合は、前年度の実施状況報告書の「持越理由」に
その旨が記載されていることが条件です。（平成28年度からの農地維持及び共同の持越額は平成29年度以降、長寿命化
への活用はできません）

主な留意点 主な留意点 主な留意点
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長寿命化

の活動に70万円

を支出

農地維持・共同

の活動に80万円

を支出

従来通りの経理区分



改正
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【様式等の変更】

○参加同意書（別記6－1 別紙）の変更・・「4.構成員人数」を計上する欄が追加。

※共同活動に参加する人数を計上してください。

・３の（１）及び（２）の個人並びに（３）の団体に所属する者の
合計の人数について、農業者と農業者以外に区分して記載
します。

・団体に所属する者は、その団体に所属する全ての人数で
はなく、共同活動に参加する人数を記載します。

・複数の団体に所属する者がいるなど、共同活動に参加す
る人数の正確な把握が困難な場合は、概ねの人数を記載し
て頂いて構いません。



改正
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○活動計画書（様式第1－3号）の変更・・・「Ⅰの3.交付金額」の備考の欄が追加。

※田を畑に地目変更した場合は、面積等の必要事項を記載してください。

○活動計画書（様式第1－3号）の変更・・・「Ⅰの7.保全管理する区域の農業型類型」の欄が追加。

※基準がありますので市町村へ確認してチェックをしてください。

「Ⅰの8.保全管理する区域の地域振興立法8法の該当状況」の欄が追加。

※基準がありますので市町村へ確認してチェックをしてください。

３．交付金額

地目

農地維持支払 資源向上支払（共同活動） 資源向上支払（施設の長寿命化）

対象農用地
面積

交付単価
年当たり
交付金額

対象農用地
面積

交付単価
年当たり
交付金額

対象農用地
面積

交付単価
年当たり

交付上限額

田
a 円/10a 円 a 円/10a 円 a 円/10a 円

畑
a 円/10a 円 a 円/10a 円 a 円/10a 円

草地
a 円/10a 円 a 円/10a 円 a 円/10a 円

合計
a 円 a 円 a 円

備考

５．保全管理する区域内に存在する集落数 ７．保全管理する区域の農業地域類型

集落数 都市的地域 中間農業地域
平地農業地域 山間農業地域

集落

６．中山間地域等直接支払交付金との重複面積等 ８．保全管理する区域の地域振興立法８法の該当状況

重複面積
地域振興立法８法の該当あり

a

備考に記載する例：地目を田から畑に変更する面積は○○ha（農地維持支払のみ平成○○年度までは地目変更前の単価）

平成29年度以降に新たに多面的機

能の増進を図る活動を実施する場

合は、広報活動が実施の要件とな

りますが、その要件が課されるか
を判断する項目です。

【助さん】
組織情報を正確に入力すると、自動的に年1回以上
の実施が必要な活動を選別します。



（２）施設の長寿命化のための活動

活動区分 活動内容 延べ数量
年度計画

H ○年度 H ○年度 H ○年度 H ○年度 H ○年度

補修 更新等 ○○○○

補修 更新等 ○○○○

補修 更新等 ○○○○

※平成29年度以降は経理を一本化する

(注) 必要に応じて欄を追加する。延べ数量の単位は、「km」又は「箇所」を記入する。

直営施工の有無 有 無

○活動計画書（様式第1－3号）の変更・・・「2の（2）施設の長寿命化のための活動」に直営施工の有無の欄が追加。

※毎年度、長寿命化の活動の一部として草刈り等事前準備など直営施工の計

画があるかをチェックします。ただし、平成28年度以降に再認定及び変更

認定を受けた組織に限ります。

※面積変更、活動の変更等によって計画書を作成する際は、新様式での作成になります。

③多面的機能の増進を図る活動

活動項目 取組 実施時期

多面的機能の増進を
図る活動

広報活動（ ） 毎年 ○ 月

遊休農地の有効活用 農地周りの共同活動の強化

毎年 ○ 月

地域住民による直営施工 防災・減災力の強化

農村環境保全活動の幅広い展開 医療・福祉との連携

農村環境保全活動を１テーマ追加 農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化

高度な保全活動の実施

（ ）

都道府県、市町村が特に認める活動 （ ）

○活動計画書（様式第1－3号）の変更・・・「2の（1）の③多面的機能の増進を図る活動」の取組に「広報活動」が追加。

※平成29年度以降に新たに多面的機能の増進を図る活動を実施する組織が対

象です。ただし、中山間地域等を対象農用地に含まない組織、地域振興立

法8法に該当しない組織に限ります。

経理区分を一本化した組織は定型文を記載します。

・対象農用地が地域振興立法８法に該当、農業地域類型区分
が中間又は山間農業地域に該当する組織は、広報活動は必
ずしも実施する必要はありません。

直営施工に取り組む場合、長寿命化の年度交付額から
1/6の減額はありません。
ただし、広域組織及び、Ｈ28年度以降に変更認定をして
いない組織は、減額対象とはなりません。

※直営施工とは、組織が施設の補修等を全て又は一部
を実施することです。
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改正

○活動記録（様式第1－6号）の変更 ・・・「活動区分」に「特例措置を適用した活動」の項目が追加。

（様式第１－６号）

平成 29 年度 多面的機能支払交付金 活動記録

組織名：

活動実施日時 活動参 活動内容

備考
実施月日

実施時間 総参加人
数

農業者
農業者以

外

活動区分
施設又は

テーマ

具体的な活動内容 ＜（ ）書きは長寿命化の場合＞

時間帯 実施時間 活動項目（対象活動） 取組（取組内容）

～ 人 人 人

農地維持 資源向上（共同） 調査・計画 実践活動 事務処理等

資源向上（長寿命化） 広域化・体制強化 啓発・普及 研修・会議

資源保全プラン 特例措置を適用した活動 設置等 発注事務

～ 人 人 人

農地維持 資源向上（共同） 調査・計画 実践活動 事務処理等

資源向上（長寿命化） 広域化・体制強化 啓発・普及 研修・会議

資源保全プラン 特例措置を適用した活動 設置等 発注事務

○金銭出納簿（様式第1－7号）の変更・・・「支出費目別金額」が追加。

（様式第１－7号）（経理区分を１本化しない場合）

平成 29 年度 多面的機能支払交付金 金銭出納簿

組織名：

日付 分類 内 容

１．農地維持支払及び資源向上支払
（施設の長寿命化を除く）

２．資源向上支払（施設の長寿命化）
領収書
番号

活動
実施日

備考
収入
（円）

支出
（円）

残高
（円）

収入
（円）

支出
（円）

残高
（円）

合 計

返還額、次年度持越額 （円） 支出費目別金額 （円）

項目
１．農地維持支払及び資源向上支払

（施設の長寿命化を除く）
２．資源向上支払（施設の長寿命化） 項目 金額

返還額 1 日当 0 

次年度持越額 2 購入・リース費 0 

合 計 3 外注費 0 

4 その他 0 

合 計 0 

支出の費目ごとの集計した金額を計上してください。
※農地維持及び共同と長寿命化を分けて金銭出納

簿を作成している組織は、それぞれの活動の費目
ごとの集計となります。

激甚災害の指定がされた際に、「災害復旧事業」及び「小規模災
害事業」の対象とされない箇所について、活動要件を満たさずに
多面的機能支払で交付された全金額で補修等ができます。

ただし、県を通して農政局への協議等が必要ですので、まず、市
町村へご相談してください。
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【助さん】
活動を順次入力されても自動的に日付け
順に並び替えます。

【助さん】
入力された分類から自動的に「支出費目別金額」を
集計します。

【助さん】
前年度の実績報告書の入力があれば、自動的
に「前年度持越額」が表示されます。
順次入力されても、自動的に日付順に並び替
えます。



○金銭出納簿（様式第1－7号）の変更・・・「経理区分を1本化する場合」の様式が追加。

（様式第１－7号）（経理区分を１本化する場合）

平成 29 年度 多面的機能支払交付金 金銭出納簿

組織名：

日付 分類 内 容
収入
（円）

支出
（円）

残高
（円）

活動区分
領収書
番号

活動
実施日

備考

農地維持
資源向上（長寿命化）
資源保全プラン

資源向上（共同）
広域化・体制強化
特例措置を適用した活動

農地維持
資源向上（長寿命化）
資源保全プラン

資源向上（共同）
広域化・体制強化
特例措置を適用した活動

合 計

返還額、次年度持越額
（円）

支出費目別金額
（円）

項目 金額 項目 金額

返還額 1 日当 0 

次年度持越額 2 購入・リース費 0 

合 計 0 3 外注費 0 

4 その他 0 

合 計 0 

・従来の金銭出納簿は「農地維持」及び「共同」と「長寿命化」を明確に区分して整理していましたが、経理を一本化した場合は、新しく示された
様式で整理してください。

※「農地維持」及び「共同」と「長寿命化」のそれぞれの残高が把握できません。「長寿命化」の交付金を 「農地維持」及び「共同」
の活動に活用できないことから、2つの通帳で管理するなど注意が必要です。
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【助さん】
「農地維持・共同」と「長寿命化」それぞれ
の集計も確認できます。



改正
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○実施状況報告書（様式第1－8号）の変更・「3.多面的機能支払交付金（農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金）」

の表が追加。

（様式第1－８号）

平成 29 年度 多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書

報告年月日 平成 30年 月 日

名 称

○○○○市町村長 様 代表者
氏名

印

平成 29 年度の多面的機能支払交付金の実施状況について、報告します。

＜平成 29 年度 収支実績 （平成 30 年３月３１日現在）＞

１． 農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動を除く） ［※１］

３．多面的機能支払交付金（農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金） ［※２］

収
入
の
部

項 目 金額 備 考

１． 前年度からの持越額 円

２． 交付金（国費＋地方費） 円

３． 利子等 円

合 計 円

支
出
の
部

項 目 金額 備 考

１． 支出総額 円

日当 円

購入・リース費 円

外注費 円

その他 円

２． 返還 円

３． 次年度への持越額 円

合 計 円

経理区分を一本化した組織は、新しく追加された表に記載して報告します。
【助さん】
入力した収支から自動的に
転記します。



改正
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○実施状況報告書（様式第1－8号）の変更・・・「1の（2）の①地域資源の質的向上を図る共同活動」の活動項目に広報活

動が追加。

○実施状況報告書（様式第1－8号）の変更・・・「1の②施設の長寿命化のための活動」に直営施工の有無の欄が追加。

※今年度の市町村への報告の際は、新様式で作成し提出となります。

（２）資源向上支払交付金

①地域資源の質的向上を図る共同活動

活動項目 計画 実施 備考

多面的機能の増進
を図る活動

広報活動

その他

（２）資源向上支払交付金

②施設の長寿命化のための活動

計画 ※活動計画書より転記 実績 計画の進捗

活動区分 活動内容
延べ数量

[A]
暫定数量 完成数量

累積完成数量
[B]

進捗率
[B]/[A]（％）

いずれかをチェック

有 無 （注） 施設の長寿命化のための活動における直営施工の有無をチェックする。

増進活動に対する広報活動を実施された組織は、「広報活
動」で報告します。
なお、通常の増進活動については「その他」で報告します。

長寿命化の活動にかかわる「直営施工」の有無をチェックし
て報告します。



①「実施月日」の欄
※当該年度の4月1日から3月31日までの活動を記載。（前年度や翌年度の活動は該当しません）
※一定の期間を設けて活動された場合は、実施期間（○月○日～○月○日）を記載してください。

「活動記録」 作成について・・・長寿命化共通

②「実施時間」の欄・・・【実施時間は自動計算ですので、休憩時間を除いた作業の実施時間を計上してください。】
※概ね30分単位で記載してください。

③「活動参加人数」の欄
※活動に参加した構成員は、農業者と農業者以外に区分して記載してください。

※構成員以外の業者や行政の職員等は人数に含まれません。

④「活動区分」の欄
※【調査・計画】：点検、機能診断、現場説明等 【実践活動】：草刈り、泥上げ、植栽等 【啓発・普及】：広報活動、啓発活動等

【事務処理】：活動記録や金銭出納簿の整理等 【設置等】：直営施工、現場確認等 【研修・会議】：役員会、総会、研修会等
【発注事務】：資材の手配、見積書の確認、契約事務など
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① ②
③

④

⑤「施設又はテーマ」の欄

※事務作業の場合は「－」と記入してください。

⑤

⑥
⑦

⑥「活動項目（対象活動）」と 「取組」の欄
※活動指針を参考に該当する項目をそのまま記入してください。（1号水路補修などの具体的内容は必要であれば備考へ記入）

※活動指針は「多面的機能支払交付金 活動の手引き」（8月に各組織へ郵送済）または「助さん」の画面で参照してく

ださい。

⑦「備考」の欄

※参考となる内容を記入してください。（例：活動した集落名、購入品、具体的な活動内容など）

⑥

活動実施日時 活動参加人数 活動内容

備考実施
月日

実施時間
総参加
人数

農業者 農業者以外 活動区分
施設又は

テーマ

具体的な活動内容 ＜（ ）書きは長寿命化の
場合＞

時間帯
実施時

間
活動項目（対象活動） 取組（取組内容）

4月1日
～

11月1日

8時00
分

～
10時
00分

2:00 20 人 20 人 0 人

■農地維持 □資源向上（共同） □調査・計画 ■実践活動 □事務処理等

農用地
畦畔・農用地法面等の
草刈り

畦畔・農用地法面等
の草刈り

各農家で実
施

□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

【助さん】
「備考」と「取組内容」以外は選択方式になっています。



（様式第１－６号）

平成 29 年度 多面的機能支払交付金 活動記録

組織名： 島根環境保全会

活動実施日時 活動参加人数 活動内容

備考
実施月日

実施時間 総参加人
数

農業者 農業者以外 活動区分
施設又は

テーマ

具体的な活動内容 ＜（ ）書きは長寿命化の場合＞

時間帯 実施時間 活動項目（対象活動） 取組（取組内容）

10月10日 8時00分 ～ 12時00分 4:00 4 人 3 人 1 人

□農地維持 □資源向上（共同） □調査・計画 □実践活動 □事務処理等

水路 水路の破損部分の補修
補修箇所の清掃等事前
準備

1号水路■資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 ■設置等 □発注事務

10月11日 8時00分 ～ 12時00分 4:00 11 人 10 人 1 人

□農地維持 □資源向上（共同） □調査・計画 □実践活動 □事務処理等

水路 水路の老朽化部分の補修 目地詰め施工 1号水路■資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 ■設置等 □発注事務

10月15日 10時00分～ 11時00分 1:00 2 人 2 人 0 人

□農地維持 □資源向上（共同） □調査・計画 □実践活動 □事務処理等

水路 水路の老朽化部分の補修 完了検査 Ｌ＝50Ｍ■資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 ■設置等 □発注事務

（様式第１－６号）

平成 29 年度 多面的機能支払交付金 活動記録

組織名： 島根環境保全会

活動実施日時 活動参加人数 活動内容

備考
実施月日

実施時間 総参加人
数

農業者 農業者以外 活動区分
施設又は

テーマ

具体的な活動内容 ＜（ ）書きは長寿命化の場合＞

時間帯 実施時間 活動項目（対象活動） 取組（取組内容）

12月1日 13時00分～15時00分 2:00 3 人 2 人 1 人

□農地維持 □資源向上（共同） ■調査・計画 □実践活動 □事務処理等

水路
素掘り水路からコンクリート水路へ
の更新

現場説明 10号水路■資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

1月6日 10時00分～12時00分 2:00 4 人 2 人 2 人

□農地維持 □資源向上（共同） □調査・計画 □実践活動 □事務処理等

水路
素掘り水路からコンクリート水路へ
の更新

業者施工前の草刈り等
事前準備

直営施工
10号水路■資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 ■設置等 □発注事務

1月10日
～

3月1日
～ 0:00 0 人 人 人

□農地維持 □資源向上（共同） □調査・計画 □実践活動 □事務処理等

水路
素掘り水路からコンクリート水路へ
の更新

業者施工■資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 ■設置等 □発注事務

3月10日 13時00分～15時00分 2:00 3 人 2 人 1 人

□農地維持 □資源向上（共同） □調査・計画 □実践活動 □事務処理等

水路
素掘り水路からコンクリート水路へ
の更新

完了検査
Ｌ＝60Ｍ
（良好に施
工）

■資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 ■設置等 □発注事務

長寿命化の活動記録の作成について

現地で確認した完成（暫定）数量を記入します。
※契約の数量以上が必要です。

直営施工の場合

委託の場合
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現地で確認した完成（暫定）数量を記入します。
※実績報告書に計上する数量の根拠となります。
※延長の数量は、「ｍ」止めでも可です。

契約の工期を記入

「直営施工」した記録がないと交付金の一部
を返還することになります。（Ｐ5参照）

※「直営施工」として草刈りなどを実施した際に日当等が発生すれば、長寿命化の交付金からの支出となります。



いつ！

平成３０年３月１０日

１０時００分頃～１２時００分頃

だれが！

農業者

農業者以外

どこで！

地域内のどこでやったか、簡単に
□農用地 □水路 □農道 □ため池 ■環境

(場所) 地域全体

何を！

□会議・事務

□点検・機能診断

□遊休農地防止

□草刈り

□泥上げ

■環境（植栽等）

□工事（補修、更新等）

□その他

□農地維持 □資源向上（共同） □資源向上（長寿） □その他

たとえば、水路の草刈り約50ｍとか、作業内容を出来る限り詳しく！

お金は！

□日当

□購入・リース代

□委託費

■その他（お茶代等）

何か購入したものがあれば簡単に書いておき、領収書等はきちんと会計の
方に渡しましょう！

多数の場合は裏面でも書いておいてください。
農業者・農業者以外の人数を区分して書いてください。 15人

いつ！

平成２９年４月１５日

１９時００分頃～２０時００分頃

だれが！

農業者

農業者以外

どこで！

地域内のどこでやったか、簡単に
□農用地 □水路 □農道 □ため池 □環境

(場所) 集会所

何を！

■会議・事務

□点検・機能診断

□遊休農地防止

□草刈り

□泥上げ

□環境（植栽等）

□工事（補修、更新等）

□その他

□農地維持 □資源向上（共同） □資源向上（長寿） □その他

たとえば、水路の草刈り約50ｍとか、作業内容を出来る限り詳しく！

お金は！

□日当

□購入・リース代

□委託費

□その他（お茶代等）

何か購入したものがあれば簡単に書いておき、領収書等はきちんと会計の
方に渡しましょう！

「活動記録」 作成・・・演習問題１

次ページの「活動記録」に次の活動のメモ書き（記録ノート）に整理してください。

農道、水路のゴミ拾い

お茶代 ３，９００円
（＠130×30本）

15人
農業者15人、ＰＴＡ5人、児童10人

多数の場合は裏面でも書いておいてください。
農業者・農業者以外の人数を区分して書いてください。 15人

25人
常会

総会
・前年度の収支報告等
・今年度の活動計画について
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１　農地維持活動

（１）地域資源の基礎的な保全活動

取組

点検
【農用地】

□遊休農地等の発生状況の把握

・活動計画に位置付けたすべての農用地について、遊休農地等の発生状況を

把握すること。

年度活動計画
の策定

□年度活動計画の策定
・点検・機能診断結果も踏まえて、実践活動の当該年度の活動計画を策定する
こと。

２　資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動）

（１）施設の軽微な補修

取組

機能診断
【農用地】

□施設の機能診断

・活動計画に位置付けたすべての施設の劣化状況等を早期に発見し、「実践活

動」に位置付けた予防保全活動を適期に実施できるように畦畔、農用地法面、
鳥獣害防護柵、防風ネット、防風林、牧柵等の状況確認を行うこと。

年度活動計画
の策定

□年度活動計画の策定 ・機能診断結果も踏まえて、実践活動の当該年度の活動計画を策定すること。

（２）農村環境保全活動

テーマ

生態系保全 □生物多様性保全計画の策定
・地域における生物多様性保全に向けて、基本方針、保全する生物、保全方
法、活動内容等を示した計画を策定すること。

水質保全 □水質保全計画の策定
・地域における水質保全に向けて、基本方針、保全方法、活動内容等を示した
計画を策定すること。

景観形成・生

活環境保全

□景観形成・生活環境保全計画

の策定

・地域における景観形成・生活環境保全に向けて、基本方針、目標達成方法、

活動内容等を示した計画を策定すること。

活動項目
取組

計画策定

地域活動指針

活動内容

地域活動指針
活動内容

活動項目

点
検
・

活
動

計
画
策

定

地域活動指針
活動内容

活動項目

点
検

・

活

動
計
画

策
定

（２）農村環境保全活動

テーマ

□伝統的施設や農法の保全・実

施

・はさ掛け等の伝統農法の実践を通じて農村特有の景観形成を図ること。
・地域に賦存する歴史的な価値のある農業施設の保全を行うこと。
・景観形成のために、機械作業が不可能な棚田等の石垣法面の草刈りや補修等を

適正に行うこと。

□農用地から風塵の防止活動

・農用地周辺に立地する住宅等に対して、農用地からの風塵による影響を小さくす
るため、主として営農目的以外で農用地への植物の植栽を行い、適正な維持管理

を行う等の取組を行うこと。又は、風塵防止のための並木を整備し、枝打ち等により
適正な維持管理を行うこと。なお、植栽等にあたっては、必要に応じて有識者の指
導・助言を得るなど、地域の生態系への影響に留意すること。

□施設等の定期的な巡回点検・

清掃

・地域内の景観保全及び生活環境保全のために、ゴミの不法投棄防止のための巡
回点検を行うこと。

・地域内の景観保全及び生活環境保全のために、農用地、開水路、パイプライン付
帯施設、ため池、農道等の施設周辺のゴミを定期的に除去すること。
・冬期間の積雪時に、地域の重要な通行の場となっている農道及び作業道として

利用している農道について、除雪を行うこと。
・畦畔法面の管理作業を省力化し、管理の粗放化による病虫害の増加、景観の悪

化等を防止するため、法面への小段（犬走り）の設置を行うこと。

実践活動
景観形成・生

活環境保全

地域活動指針

活動内容活動項目
取組

（様式第１－６号）

平成 29 年度 多面的機能支払交付金 活動記録
活動実施日時 活動参加人数 活動内容

備考
実施月日

実施時間

総参加人数 農業者
農業者以

外
活動区分

施設又は
テーマ

具体的な活動内容 ＜（ ）書きは長寿命化の場合＞

時間帯 実施時間 活動項目（対象活動） 取組（取組内容）

～ 人 人 人

□ 農地維持 □ 資源向上（共同） □調査・計画 □実践活動 □事務処理等

□ 資源向上（長寿命化） □ 広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□ 資源保全プラン □ 特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

～ 人 人 人

□ 農地維持 □ 資源向上（共同） □調査・計画 □実践活動 □事務処理等

□ 資源向上（長寿命化） □ 広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□ 資源保全プラン □ 特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

演習組織データー
取組み活動：農地維持、（共同）、（長寿命化）
取組みテーマ：生態系保全、景観形成・生活環境保全

「多面的機能支払交付金 活動の手引き」の抜粋

「多面的機能支払交付金 活動の手引き」の抜粋
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「活動記録」 作成の注意事項

【農地維持】

1.農地維持の年度活動計画の策定（年度当初の総会又は役員会等）・・・毎年度、地域の合意で活動を実施。

2.施設の点検

3.畦畔、農用地法面の草刈り活動・・・日当が発生しなくても活動記録が必要です。

4.事務・組織運営の研修・・・研修会の出席についての活動記録が必要です。

5.地域資源の適切な保全管理のための推進活動（検討会等）・・・話し合いの内容の記録、調査結果を整理したものを

残しておくことが必要です。・・・Ｐ15参照

【資源向上（共同）】

1.共同及び選択したテーマの年度活動計画の策定（年度当初の総会又は役員会等）・・・毎年度、地域の合意で活動を実施。

2.施設の機能診断

3.機能診断・補修技術等の研修・・・研修会に出席されても活動記録にないと実績になりません。

4.農村環境保全活動で選択したテーマに沿った啓発・普及の活動（看板、チラシ作成・配布など）

5.多面的機能の増進を図る活動（農地周りの共同活動の強化など）・・・増進活動に取組む組織が該当

【資源向上（長寿命化）】

1.委託の場合は契約期間を記載

2.直営施工及び委託での補修等は完成数量の記入

○平成29年度の抽出検査で確認された任意資料

1.総会時の資料（議事録）、総会に欠席された方への周知方法

2.監査報告の資料

3.単価等地域の取り決めを記載した際の内規（単価表など）

4.推進活動の資料（議事録、アンケート集計表など）

5.備品台帳の資料（デジカメなど交付金で購入した備品の保管場所などを整理）
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○記録漏れ等が多い活動



検討会の記録（例）

参考1：推進活動の記録等について

島根県環境保全会 役員会 次第

平成29年12月16日（土）
○○集会所

議題

１．活動の進捗状況について

２．支出の進捗状況について

３．検討会

４．その他

○高齢等による維持困難な農地の対応について
・一斉草刈り後に草刈りを実施しては？－了解
・日当等の手当が必要では？－日当を適応

○地域ぐるみの活動実施について
・今後も全戸に呼びかけ
・無理のない範囲で参加

農業者に対する意向調査（例）

島根県環境保全会のアンケート

氏名 年齢

問1：今後の営農について
Ａ．担い手がいる
Ｂ．一部、営農が困難が予想される
Ｃ．営農の見込みが困難
Ｄ．その他
問2：Ｂ、Ｃに回答された方にお伺いします
Ａ．草刈り等の保全は可
Ｂ．草刈り等の保全は不可
Ｃ．その他
問3

問4

ご協力、ありがとうございました

地域住民等に対する意向調査（例）

島根県環境保全会のアンケート

氏名 年齢

問1：植栽活動の場所について
Ａ．今の植栽地
Ｂ．その他
問2：植栽以外で取り組みたい活動
Ａ．生き物調査
Ｂ．田植え体験
Ｃ．その他
問3

問4

ご協力、ありがとうございました
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認定期間の最終年度に『地域資源保全管理構想』の作成が要件となっています。
毎年度の推進活動の成果を基に5年後、10年後の農用地、水路等施設など地域資源

の保全についての方向性等を記載するようになっています。・・・Ｐ16参照

アンケートは集計などの整理が必要

②地域資源の適切な保全管理のための推進活動
活動項目 取組 実施時期

地域ぐるみで取り組む保全管理の内容 （１項目以上選択） 取組方向 （１項目以上選択）

□担い手との連携強化、担い手の人材・機材を有効活用した活動の実施
□農地の利用集積の進展に伴う農用地に係る管理作業 □入り作等の近隣の担い手との協力・役割分担に基づく活動の実施
□高齢化の進行に伴う高齢農家の農用地に係る管理作業 □地域住民、土地持ち非農家等を含めた体制づくり、活動の実施
□不在村地主等の遊休農地に係る管理作業 □地域住民、新規・定年就農者等、新たな保全管理の担い手の確保
□農業者、地域住民等が担う共同利用施設の保全管理 □不在村地主との連絡・調整体制の構築、遊休農地等の有効活用
□その他（ ） □隣接集落との連携による相互の労力補完、広域的な活動の実施

□その他（ ）

推進活動
（１項目以上選択）

□農業者（入り作農家、土地持ち非農家を含む）による検討会の開催
□農業者に対する意向調査、農業者による現地調査 毎年 ○ 回
□不在村地主との連絡体制の整備、調整、それに必要な調査 （○月）
□地域住民等（集落外の住民・組織等も含む）との意見交換会・ワークショップ・交流会の開催
□地域住民等に対する意向調査、地域住民等との集落内調査
□有識者等による研修会、有識者を交えた検討会の開催
□その他（ )

活動計画書で選択した
項目を毎年度実施

Ａ

Ｂ

Ｃ

ＣＢＡ



（別記１－４様式）

島根環境保全会 地域資源保全管理構想
（Ｈ30年3月作成）

１．地域で保全管理していく農用地及び施設
（１）農用地・・・1,232ａ

（２）水路・・・5.3ｋｍ、農道・・・6.4ｋｍ、ため池・・・2箇所

（３）その他施設等・・・鳥獣害防護柵

２．地域の共同活動で行う保全管理活動
（１）農用地について行う活動・・・1の（1）で計上した範囲を草刈り等保全

（２）水路、農道、ため池について行う活動・・・1の（2）で計上した範囲を一斉草刈り活動等で保全

（３）その他施設について行う活動・・・・1の（3）で計上した施設を関係者で保全

３．地域の共同活動の実施体制
（１）組織の構成員、意思決定方法・・・（例1）町内会で農業者や各種団体と相互に協議し、意思決定する

（例2）各種団体を含め継続して代議員による意思決定後、住民に周知
（２）構成員の役割分担

① 農用地について行う活動・・・農家主体

② 水路、農道、ため池について行う活動・・・非農家を含む地域住民

③ その他施設について行う活動・・・関係者主体

４．地域農業の担い手の育成・確保
（１）担い手農家の育成・確保・・・現在個人営農のみであるが、今後、営農組織について検討する。

（２）農地の利用集積・・・ほ場整備から30年経過しており、再ほ場整備の機運は現在ないが、高齢
者の農地を若い方へ集積できるように話し合う。

５．適切な保全管理に向けて取り組む活動・方策
平成26年度からの推進活動として検討会を実施した内容を踏まえて以下のとおりに整理。

今後の課題：営農が困難になっていく農地の保全

目指すべき姿：営農の受け皿となる営農組織の設立

取組むべき活動等：早急には営農組織の設立は叶わないが、現在、営農している農地を遊休農用地化としないように努める。営農

ができなくなった際は、景観作物の植栽等で、地域のコミュニティーの場として活用しつつ、農地を保全する。

（1）、（2）：最新の活動計画書から転記
・「認定農用地面積」
・農業用施設の数量（ため池がなければ、項目を削除）
（3）：鳥獣害防護柵、防風林等地域で保全管理する施設があれば記入。なければ、項目を削除

（1）、（2）、（3）：活動の範囲と活動内容を記載
※ため池やその他施設がなければ、項目を削除

（1）：
（例1）終了年度で組織が解散する組織は、従来の地域の取り決めをす

る際の方法を記載。
（例2）終了年度以降、組織が継続する組織は規約に定めた構成員及び

意思決定方法を記載。
（2）：各施設の活動に参加する方を記載
※ため池やその他施設がなければ、項目を削除

（1）：「人・農地プラン」等を基に担い手農家の現状と目標を記載
（2）：「人・農地プラン」等を基に農地集積の現状と目標を記載

平成26年度からの「推進活動」の実績を基に「今後の課題」、「目指すべき姿」、
「取組むべき活動・方策」を記載

※「取組むべき活動・方策」の例
・組織体制の強化や活動の拡大を図るための広域組織化やＮＰＯ法人化
・農地や施設、地域環境を保全するための農地周辺部の活動拡大や遊休農地の有効利用
・地域を守る取組の魅力を情報発信する活動、活動への新たな参画者を募る活動
・地域の景観・環境の維持等、地域資源の魅力を高め、関心を高める活動
・保全管理の省力化のための簡易な基盤整備や機械化、保全管理に必要な施設整備

参考2：地域資源保全管理構想について
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記入例

※鑑文と併せて市町村へ提出



島根環境保全会 内規（単価表）
制定 平成24年4月1日

【役員報酬】
代 表：○○円

副代表：○○円

書 記：○○円

会 計：○○円

【日当】

草刈り：○○円/時間
事 務：○○円/時間
【借上げ料】

バックホウ：○○円/回
２トン車 ：○○円/回

※単価改定及び上記以外の項目が生じた場合は、
役員会で検討、決定後、総会で報告

備品台帳

品名 購入年月日 金額 保管場所 備考

デジカメ H24.6.10 15,000事務局

自走草刈り機 H25.4.10 150,000集会所 使用簿管理

草刈り機（ＮＯ１） H27.5.5 30,000集会所 使用簿管理

草刈り機（ＮＯ2） H27.5.5 30,000集会所 使用簿管理

参考3：組織内で備える必要がある資料

島根環境保全会 内規（単価表）
制定 平成24年4月1日
改定 平成28年4月1日

【役員報酬】
代 表：○○円

副代表：○○円

書 記：○○円

会 計：○○円

【日当】

草刈り：○○円/時間→△△円/時間（Ｈ28）
事 務：○○円/時間
【借上げ料】

バックホウ：○○円/回
２トン車 ：○○円/回
【旅費】→Ｈ28から追加
市内：○○/回
市外：○○ｋｍ/円
県外：実費（交通費、宿泊費）

※単価改定及び上記以外の項目が生じた場合は、
役員会で検討、決定後、総会で報告

使用簿 ※使用後は燃料を満タンで返却

使用機器 使用日 使用者 使用後の状況

自走 H27.8.1 ○○ 刃を一本交換

ＮＯ2 H27.9.20 △△ 良好

ＮＯ1 H27.10.16 ○○ 良好

※1件が50万円以上の物品購入の場合は、
「財産管理台帳」での管理が必須です。
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（様式第１－６号）

平成 29年度 多面的機能支払交付金 活動記録

組織名：島根環境保全会

活動実施日時 活動参加人数 活動内容

備考
実施月日

実施時間
総参加人数 農業者 農業者以外 活動区分

施設又は
テーマ

具体的な活動内容 ＜（ ）書きは長寿命化の場合＞

時間帯 実施時間 活動項目（対象活動） 取組（取組内容）

4月1日～
11月15日

8時00分 ～ 10時00分 2:00 20 人 20 人 0 人

■農地維持 □資源向上（共同） □調査・計画 ■実践活動 □事務処理等
農用地
水路

畦畔・農用地法面等の
草刈り
水路の泥上げ

畦畔・農用地法面等の草刈り
水路の泥上げ

各農家で実施□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

4月10日 10時00分～ 12時00分 2:00 15 人 10 人 5 人

■農地維持 ■資源向上（共同） ■調査・計画 □実践活動 □事務処理等

農用地

水路

農道

点検

機能診断

遊休農地等の発生状況の把握

水路に関する施設の点検

農道に関する施設の点検

農用地に関する施設の機能診断

水路に関する施設の機能診断
農道に関する施設の機能診断

□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

4月15日 19時00分～ 20時00分 1:00 40 人 15 人 25 人

■農地維持 ■資源向上（共同） ■調査・計画 □実践活動 □事務処理等 全施設

生態系保全
景観形成・生
活環境保全

年度活動計画の策定

計画策定

年度活動計画の策定

生態系保全計画の策定
景観形成・生活環境保全計画の策定

総会
□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 ■研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

8月1日 10時00分～ 12時00分 2:00 15 人 10 人 5 人

□農地維持 ■資源向上（共同） □調査・計画 ■実践活動 □事務処理等

生態系保全
多面的機能の増進を図
る活動

外来種の駆除
農村環境保全活動の幅広い展開

セイタカアワダ
チソウの駆除

□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

12月1日 13時00分～ 17時00分 4:00 1 人 1 人 0 人

■農地維持 □資源向上（共同） □調査・計画 □実践活動 □事務処理等

－
事務・組織運営等の研
修

活動に関する事務（書類作成、申請
手続き等）や組織の運営に関する研
修

協議会主催の
研修会に出席

□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 ■研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

12月25日 19時00分～ 20時00分 1:00 8 人 5 人 3 人

■農地維持 □資源向上（共同） □調査・計画 □実践活動 □事務処理等

－
地域資源の適切な保全
管理のための推進活動

農業者（入り作農家、土地持ち非農
家を含む）による検討会の開催

役員会時に併
せて、農道等の
共同施設の管
理について協議

□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 ■研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

2月1日 13時00分～ 15時00分 2:00 2 人 2 人 0 人

□農地維持 ■資源向上（共同） □調査・計画 ■実践活動 □事務処理等

水路 附帯施設 安全施設の補修等
ボックスの蓋を
補修

□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

2月7日 13時00分～ 17時00分 4:00 10 人 10 人 0 人

□農地維持 ■資源向上（共同） □調査・計画 ■実践活動 □事務処理等

水路 水路の補修等 表面劣化に対するコーティング等
劣化した水路に
コンクリート補修

□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

3月1日 19時00分～ 20時00分 1:00 8 人 5 人 3 人

□農地維持 ■資源向上（共同） □調査・計画 □実践活動 □事務処理等 生態系保全
景観形成・
生活環境保
全

－ 広報活動
チラシ作成後に
配布

□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 ■啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

3月10日 10時00分～ 12時00分 2:00 30 人 15 人 15 人

□農地維持 ■資源向上（共同） □調査・計画 ■実践活動 □事務処理等
景観形成・
生活環境保
全

－ 施設等の定期的な巡回点検・清掃 児童10名参加□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

「活動記録」と「実施状況報告書」の整合・・・演習問題２

Ａ：次ページの「１． 多面的機能支払交付金に係る事業の成果」（実施状況報告書）の「実施」の欄に下記の「活動記録」と演習
組織データーから「○」・「●」を記入し、「備考」も記載してください。（農地維持の報告のみ）

Ｂ：実施の欄に「○」が必ずないといけない活動にかかわらず「○」が付かなかった活動が2つあります。その活動を計上してください。
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※4月10日、3月10日は演習1の答えのために着色



１． 多面的機能支払交付金に係る事業の成果

＜該当する活動にチェック＞

□ 農地維持支払

□ 資源向上支払 □ 地域資源の質的向上を図る共同活動 〔 □多面的機能の増進を図る活動 〕

□ 施設の長寿命化のための活動

□ 地域資源保全プランの策定 □ 組織の広域化・体制強化

（１）農地維持支払交付金

活動項目 計画 実施 備考

地域資源
の基礎的
な保全活

動

点検
農用地 ○

施設（水路・農道・ため池） ○

年度活動計画の策定 ○

事務・組織運営の研修 ○

実
践
活
動

農
用
地

①遊休農地発生防止のための保全
管理

○
遊休農用地解消面積 a

②畦畔・農用地法面・防風林等の草
刈り

○

③施設の適正管理 ○

④異常気象時の対応 ○

水
路

①水路の草刈り ○

②水路の泥上げ ○

③施設の適正管理 ○

④異常気象時の対応 ○

農
道

①路肩、法面の草刈り ○

②側溝の泥上げ ○

③施設の適正管理 ○

④異常気象時の対応 ○

た
め
池

①ため池の草刈り -

②ため池の泥上げ -

③付帯施設の適正管理 -

④異常気象時の対応 -
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演習組織データー
取組み活動：農地維持、（共同・・・増進含む）、（長寿命化）

【点検結果】
農用地・・・地域全体で遊休農用地の発生のおそれなし。

また、防護柵も良好。
水 路・・・地域全体でゲート類に異常なし。
農 道・・・地域全体で側溝の泥上げの必要なし。

また、砂利補充箇所なし。
今年度は、異常気象の発生なし。

※「●」理由の例
・点検の結果、遊休農地が確認されなかったため未実施
・点検の結果、補修箇所等が確認されなかったため未実施
・泥の堆積が確認されなかったため未実施
・異常気象が発生しなかったため未実施

実施の欄に「○」が必ずないといけない活動に「○」が付か
なかった活動が2つあります。
その活動項目を記入してください。

回答例：農用地の①

回答1

回答2

演習問題2のＡ

演習問題2のＢ

【助さん】
入力した活動記録から実施の欄に「○」、活動記録
にない活動は「●」が自動的に表示されます。
また、年1回以上の実施が必要な活動に対し、その
活動記録がない場合はエラーとして表示されます。



（様式第１－7号）

平成29年度 多面的機能支払交付金 金銭出納簿

組織名：島根環境保全会

日付 分類 内 容

１．農地維持支払及び資源向上支払
（施設の長寿命化を除く）

２．資源向上支払（施設の長寿命化）
領収書
番号

活動
実施日

備考
収入
（円）

支出（円） 残高（円） 収入（円） 支出（円） 残高（円）

4月1日 前年度持越額 50,000 50,000 0 

4月15日 1 日当 水路等草刈り日当（＠800×2Ｈ×10人） 16,000 34,000 0 1 4月2日Ａ水路一斉活動

4月30日 立替代金 70,000 104,000 0 

4月30日 2 購入・リース 草刈り機購入代（1台） 50,000 54,000 0 2 （集会所）
5月1日 4 その他 デジカメ台（1台） 20,000 34,000 0 3 （事務局宅）

5月1日 4 その他 水路等草刈り時のお茶代 1,500 32,500 0 4 5月1日Ｂ水路一斉活動

5月10日 1 日当 水路等草刈り日当（＠800×2Ｈ×10人） 16,000 16,500 0 5 5月1日Ｂ水路一斉活動

10月30日 交付金の受取（1回目） 700,000 716,500 0 

11月1日 3 外注費 水路泥上げ委託費 500,000 216,500 0 6

10月1日
～

10月20日

Ａ水路

11月1日 立替代金支払い（4月30日分） -70,000 146,500 0 7
12月1日 1 日当 水路等草刈り日当（＠800×2Ｈ×10人） 16,000 130,500 0 8 10月30日Ａ水路一斉活動

12月1日 1 日当 水路等草刈り日当（＠800×2Ｈ×10人） 16,000 114,500 0 9 11月1日Ｂ水路一斉活動

3月19日 転用による返還金の地元負担 20,000 414,500 0 

3月20日 1日当
砂利補充日当（＠800×4Ｈ
×30人） ×3日分
機械借上げ料12,735円

300,735 113,765 0 10
2月1日～

2月3日

日当：96,000円×3日
軽トラ借上げ：4,245円×3日

3月29日 4 その他 転用による返還金 20,000 93,765 0 11 平成26、27年度分

3月29日 4 その他 役員報酬 60,000 33,765 0 12

合 計 1,070,000 1,036,235 33,765 0 0 0 

※領収書は、通し番号を記入した上で、必ず保管しておいてください。（領収書の保管の方法は袋等による保管でも構いません。）

※高度な農地・水の保全活動（経過措置）については、別々の金銭出納簿で管理しましょう。

返還額、次年度繰越額
（円）

項目
１．農地維持支払及び資源向上支払

（施設の長寿命化を除く）
２．資源向上支払（施設の長寿命化）

返還額 20,000 0

次年度持越額 33,765 0 

合 計 53,765 0 

・領収書の日付を記入。
・日付順に計上。

日当＝1

購入・リース＝2

委託費＝3

その他＝4 購入した資材や日当などの内訳を具体的に記入。

領収書に記入した番号と一致。

作業した日、購入した資材等を使用し
た日を記入。

・内容欄に記載した事項の補足を記入。

・購入した備品等の保管場所を明記。

委託の場合は、契約工期を記載。
複数日の作業の場合は期間を記載。

【立替処理】・・・Ｐ21参照
残高が不足している時点で、資材等の購入

するために立替が生じた場合は、

Ａ：立替代金を収入に計上。

Ｂ：購入された際の領収書ごとに整理。

Ｃ：交付金の入金後に立替者に立替

金額を支払。（収入の欄にマイナス

計上し、立替者の領収書が必要。

Ａ

Ｂ

Ｃ Ｃ

一枚の領収書に2種類の支出項目がある場合
は、主たる項目の分類を記載。もしくは、2段書

きで項目ごとに計上。

返還額：自主財源での返還金がなく、当該年度の持越額を

次年度以降で使途する予定の組織は「0」を記入。 転用等の面積減による返還金は交付金からの

支出ができません。「相殺交付」または「自主

財源」での処理となります。

「相殺交付」の際は、金銭出納簿及び実施状

況報告書へ計上は不要

「自主財源」の際は、金銭出納簿及び実施状

況報告書へ計上が必要

「金銭出納簿」の作成について・・・長寿命化共通
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【金銭出納簿の始まり】

・前年度からの持越があれば、4月1日として前年度持越額を計上。
・前年度からの持越がなければ、交付金の受取から計上。なお、交付金受取までに支出が生じれば、立替代金を計上後、処理。
※残高にマイナスが出ないように注意してください。



（様式第１－7号）（経理区分を１本化しない場合）
平成 29 年度 多面的機能支払交付金 金銭出納簿

組織名： 島根環境保全会

日付 分類 内 容

１．農地維持支払及び資源向上支払
（施設の長寿命化を除く）

２．資源向上支払（施設の長寿命化）
領収書
番号

活動
実施日

備考
収入
（円）

支出
（円）

残高
（円）

収入
（円）

支出
（円）

残高
（円）

合 計 1,070,000 1,036,235 33,765 

※領収書は、通し番号を記入した上で、必ず保管しておいてください。（領収書の保管の方法は袋等による保管でも構いません。）
※高度な農地・水の保全活動（経過措置）については、別々の金銭出納簿で管理してください。

返還額、次年度持越額 （円） 支出費目別金額 （円）

項目
１．農地維持支払及び資源向上支払

（施設の長寿命化を除く）
２．資源向上支払（施設の長寿命化） 項目 金額

返還額 20,000 1 日当 500,000 

次年度持越額 33,765 2 購入・リース費 450,000 

合 計 53,765 3 外注費 0 

4 その他 86,235 

合 計 1,036,235 

参考3：領収書等の例

領収書 3
島根環境保全会 様

一金 ２０，０００円
但し、デジカメ代

平成29年5月1日
○○電気店

領収書 2
島根環境保全会 様

一金 ５０，０００円
但し、草刈り機代

平成29年4月30日
○○農機店

領収書 7
島根環境保全会 様

一金 ７０，０００円
但し、4月30日、5月1日立替分（2件）

上記正に領収致しました。
平成29年11月1日

○○市○○町
島根 太郎 印

立替処理について（Ｐ20）
Ａ.残高不足の場合は出納簿上で、不足額を収入で計上。
Ｂ.商店等で購入した領収書を出納簿で整理。
Ｃ.交付金入金後に立替者に支払いし、領収書を作成
※町内等から一括して当面の活動費を借用する場合は、借

用書等を作成するとよいです。

ＢＢ

Ｃ

平成29年度の収入支出について監査の結果、適正であったことを認める。

平成30年 月 日 監事 ○○○○ 印
監事 ○○○○ 印
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監査報告の例：提出する金銭出納簿の写しを利用

【日当領収書記入例】

活動内容 水路の草刈り

活動実施日 平成29年4月12日

活動実施時間 8時～10時

参加人数 10人

支払明細

氏名 作業時間
日当
（円）

借上げ料
（円）

領収額
（円）

領収印 領収日

Ａ 2時間 1,600 500 2,100 印又はサイン 7月1日

Ｂ 2時間 1,600 500 2,100 印又はサイン 7月1日

Ｊ 2時間 1,600 500 2,100 印又はサイン 7月1日

Ｋ 2時間 1,600 500 2,100 印又はサイン 7月1日

合計 16,000 5,000 21,000

「領収日」の欄は、常会等で日当を
受け取った際も個人印又はサインと
同様に受領者が記入してください。



①

「金銭出納簿の活動実施日（①）」で記入した活動日が活動記録に記載があるか確認してください。

（様式第１－7号）

平成29年度 多面的機能支払交付金 金銭出納簿

組織名：島根環境保全会

日付 分類 内 容

１．農地維持支払及び資源向上支払
（施設の長寿命化を除く）

２．資源向上支払（施設の長寿命化）

領収書
番号

活動
実施日

備考

収入
（円）

支出（円）
残高
（円）

収入
（円）

支出（円）
残高
（円）

4月1日 前年度持越額 50,000 50,000 0 

4月15日 1 日当 水路等草刈り日当（＠800×2Ｈ×10人） 16,000 34,000 0 1 4月10日一斉活動

4月30日 立替代金 70,000 104,000 0 

（様式第１－６号）

平成29年度 多面的機能支払交付金 活動記録

組織名： 島根環境保全会

活動実施日時 活動参加人数 活動内容

備考
実施月日

実施時間
総参加人

数
農業者

農業者以
外

活動区分
施設又は

テーマ

具体的な活動内容 ＜（ ）書きは長寿命化の場合＞

時間帯 実施時間 活動項目（対象活動） 取組（取組内容）

4月10日 8時00分 ～ 10時00分 2:00 10 人 5 人 5 人

■農地維持 □資源向上（共同） □調査・計画 ■実践活動 □事務処理等

全施設

畦畔・農用地法面等の草刈り
水路の草刈り
水路の泥上げ
路肩・法面の草刈り

－ 一斉草刈り□資源向上（長寿命化） □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □広域化・体制強化 □設置等 □発注事務

4月11日 10時00分 ～ 12時00分 2:00 4 人 3 人 1 人

■農地維持 ■資源向上（共同） ■調査・計画 □実践活動 □事務処理等

全施設
点検
機能診断

施設の点検
施設の機能診断
診断結果の記録管理

□資源向上（長寿命化） □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □広域化・体制強化 □設置等 □発注事務

4月15日 19時00分 ～ 20時00分 1:00 8 人 5 人 3 人

■農地維持 ■資源向上（共同） □調査・計画 □実践活動 □事務処理等

－ － 役員会
前年度の実績報
告の確認

□資源向上（長寿命化） □啓発・普及 ■研修・会議

□資源保全プラン □広域化・体制強化 □設置等 □発注事務
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金銭出納簿と活動記録との整合について・・・長寿命化共通



「金銭出納簿活動記録」と「活動記録」の整合・・・演習問題3

平成 29 年度 多面的機能支払交付金 金銭出納簿
組織名： 島根環境保全会

日付 分類 内 容

１．農地維持支払及び資源向上支払
（施設の長寿命化を除く）

２．資源向上支払（施設の長寿命化）
領収書
番号

活動
実施日

備考
収入
（円）

支出
（円）

残高
（円）

収入
（円）

支出
（円）

残高
（円）

8月1日 4 その他 お茶等代（＠150×15本） 2,250 145,000 1 8月1日

11月1日 1 日当 水路草刈り日当（＠800×2Ｈ×6人） 9,600 135,400 2 10月1日

12月25日 1 日当 研修会日当（＠800×4Ｈ×2人） 6,400 129,000 3 12月1日

2月7日 2 購入・リース費 生コン代 100,000 29,000 4 2月7日
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下記の「金銭出納簿」と「活動記録」の整合がとれていない箇所が２箇所あります。回答欄に簡単に記入してください。

回答欄

回答例：金銭出納簿の12月25日の時間と活動記録の12月1日の実施時間が相違

回答1： 月 日の活動記録がない

回答2：金銭出納簿の 月 日の人数と活動記録の 月 日の総参加人数が相違

平成 29 年度 多面的機能支払交付金 活動記録
組織名： 島根環境保全会

活動実施日時 活動参加人数 活動内容

備考
実施月日

実施時間
総参加人数 農業者 農業者以外 活動区分

施設又は
テーマ

具体的な活動内容 ＜（ ）書きは長寿命化の場合＞

時間帯 実施時間 活動項目（対象活動） 取組（取組内容）

8月1日 10時00分～ 12時00分 2:00 15 人 10 人 5 人

□農地維持 ■資源向上（共同） □調査・計画 ■実践活動 □事務処理等

生態系保全
多面的機能の増進を図る
活動

外来種の駆除
農村環境保全活動の幅広い展開

セイタカアワダ
チソウの駆除

□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

10月10日 13時00分～ 15時00分 2:00 6 人 4 人 2 人

■農地維持 □資源向上（共同） □調査・計画 ■実践活動 □事務処理等

農用地
畦畔・農用地法面等の草刈
り

畦畔・農用地法面等の草刈り 日当なし□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

12月1日 13時00分～ 17時00分 4:00 1 人 1 人 0 人

■農地維持 □資源向上（共同） □調査・計画 □実践活動 □事務処理等

－ 事務・組織運営等の研修
活動に関する事務（書類作成、申
請手続き等）や組織の運営に関
する研修

協議会主催の研
修会に出席

□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 ■研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

2月7日 13時00分～ 17時00分 4:00 10 人 10 人 0 人

□農地維持 ■資源向上（共同） □調査・計画 ■実践活動 □事務処理等

水路 水路の補修等 表面劣化に対するコーティング等
劣化した水路に
コンクリート補修

□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

【助さん】
金銭出納簿の「活動実施日」と活動記録の「実施月
日」との整合性をチェックして相違があれば、エラー
として表示されます。
ただし、金銭出納簿の「内容」と活動記録の整合性
はチェックできません。



【請求書について】

○業者からの資材（花苗、水門板など）を購入した際は、内訳がわかる請求書が必要です。

○工事委託の請求書に「工事一式」と記載してあると、請求金額が適正であるか判断ができないため、金額の内訳が

分かる資料を業者へ求めてください。

※業者への振込手数料は工事費とは別で交付金から支出してください。（請求と領収が同額となるように）
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【日当について】

○日当金額は、活動の実績として基本的に活動時間×時間単価で算出します。

○日当の受領は、活動に参加した個人又は各種団体の代表者の受領印と領収日が必要です。代表者が受領する場合は、

その金額の根拠となる内訳、代表者が活動に参加した方へ日当を渡した際の領収書も一緒に整理してください。

【領収書について】

○領収書の但し書きの記入（使途が分かるように）が必要です。また、手書きで活動日を示しておくと金銭出納簿の

活動日を記入する際の根拠となります。

○あて名は略さずに組織の正式名で記入してもらってください。

○領収書1枚に対し、金銭出納簿は一行で整理してください。

【その他】

○次の支出について、交付金を充てることはできません。

・営農に係わる支出（営農組合への視察、営農機械の購入、機械展示会への参加など）

・活動計画書等の変更の手続きや持越額の適切な理由がないと『農地維持・共同』の交付金を『長寿命化』に活用

することはできません。

・他事業や団体等への負担金や助成金

○当該年度の活動に係る経費については、次年度の交付金で支出することはできませんので、年度末に支払い忘れが

ないようにご注意してください。

○一部、手持ち現金で管理されている方は、年度末に手持ちの残金を通帳に戻入し、「通帳の残高」と金銭出納簿の

「次年度持越額」と一致しているかを確認してください。

【監査等について】

○組織で選出された監査役の方の監査を受けてください。また、総会において全ての構成員へ監査を含めた報告を

行ってください。

会計処理の注意事項



（様式第1－８号）

平成 29 年度 多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書
報告年月日 平成 30年 4月 10日

名 称 島根環境保全会

○○○○市町村長様
代表者氏名 会長 島根 けん太郎 印

平成 29 年度の多面的機能支払交付金の実施状況について、報告します。

＜平成 29 年度 収支実績 （平成 30 年３月３１日現在）＞
１． 農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動を除く） ［※１］

収
入
の
部

項 目 金額 備 考
１．前年度からの持越額 50,000 円

２．交付金（国費＋地方費） 1,000,000 円

３．利子等 20,000 円 自主財源による返還額分
合 計 1,070,000 円

支
出
の
部

項 目 金額 備 考
１．支出総額 1,016,235 円

２．返還 20,000 円 平成27、28年度分
３．次年度への持越額 33,765 円 春の泥上げ経費に充当

合 計 1,070,000 円

２．資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動） ［※１］

収
入
の
部

項 目 金額 備 考
１．前年度からの持越額 0 円

２．交付金（国費＋地方費） 500,000 円

３．利子等 10,000 円 自主財源による返還額分
合 計 510,000 円

支
出
の
部

項 目 金額 備 考
１．支出総額 483,470 円

２．返還 10,000 円 平成27、28年度分
３．次年度への持越額 16,530 円 農道舗装経費に充当

合 計 510,000 円

３．多面的機能支払交付金（農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金） ［※２］

収
入
の
部

項 目 金額 備 考
１．前年度からの持越額 50,000 円

２．交付金（国費＋地方費） 1,500,000 円

３．利子等 30,000 円 自主財源による返還額分
合 計 1,580,000 円

支
出
の
部

項 目 金額 備 考
１．支出総額 1,499,705 円

日当 500,000 円

購入・リース
費

450,000 円

外注費 483,470 円

その他 66,235 円

２．返還 30,000 円 平成27、28年度分
３．次年度への持越額 50,295 円 春の泥上げ経費に充当

合 計 1,580,000 円

「実施状況報告書」の作成について（収支の報告）

提出様式である「金銭出納簿」（様式第1-7)
と整合しているかご注意ください。

支出の部
1.支出総額

・金銭出納簿の支出の合計欄の金額を計上（返還
額は含まない）

2.返還
・活動期間内に交付金の使い切りが見込まれない
場合のみ不用額を計上。

・自主財源による返還額を計上。

3.次年度への持越額
・農地維持と共同については、次年度以降の活動等

に充当する計画がある持越額を計上し、備考に理
由を記載。

・長寿命化については、今年度に計画した活動を実
施した結果、残があれば持越額として計上し、備
考に理由を記載。

【農地維持・共同の持越額の理由例】
春の泥上げ経費・・・次年度の長寿命化へ

活用は不可
春の泥上げ経費、水路の更新・・・次年度の長寿命化

へ活用も可能
農道舗装経費・・・次年度の

長寿命化のみ活用可能

収入の部
１.前年度繰越

・平成28年度からの持越額を計上。
2.交付金（国費＋地方費）

・平成29年度に交付された金額を計上。
3.利子等

・地元負担がない場合は、0円。
（立替分は、計上不要）
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「自主財源」による返還額の処理の記入例

経理を明確にしている組織 ・・・１及び２に計上（従来通り）

経理を一本化にしている組織・・・３に計上



１． 多面的機能支払交付金に係る事業の成果
＜該当する活動にチェック＞

■農地維持支払

■資源向上支払 ■地域資源の質的向上を図る共同活動 〔■多面的機能の増進を図る活動 〕

■施設の長寿命化のための活動

□地域資源保全プランの策定 □組織の広域化・体制強化

（１）農地維持支払交付金

活動項目 計画 実施 備考

地域資源
の基礎的
な保全活

動

点検
農用地 ○ ○

施設（水路・農道・ため池） ○ ○

年度活動計画の策定 ○ ○

事務・組織運営の研修 ○ ○ 12/1：事務研修会

実
践
活
動

農
用
地

①遊休農地発生防止のため
の保全管理

○ ●

点検の結果、遊休地化農地が確認され
なかった

遊休農用地解消
面積

0a

②畦畔・農用地法面・防風林
等の草刈り

○ ○

③施設の適正管理 ○ ●
点検の結果、破損個所等が確認されな
かった

④異常気象時の対応 ○ ● 異常気象が発生しなかったため未実施

水
路

①水路の草刈り ○ ○

②水路の泥上げ ○ ○

③施設の適正管理 ○ ●
点検の結果、破損個所等が確認されな
かった

④異常気象時の対応 ○ ● 異常気象が発生しなかったため未実施

農
道

①路肩、法面の草刈り ○ ○

②側溝の泥上げ ○ ●
泥の堆積が確認されなかったため未実
施

③施設の適正管理 ○ ●
点検の結果、破損個所等が確認されな
かった

④異常気象時の対応 ○ ● 異常気象が発生しなかったため未実施

た
め
池

①ため池の草刈り - -

②ため池の泥上げ - -

③付帯施設の適正管理 - -

④異常気象時の対応 - -

地域資源の適切な保全管理のための推進活動 ○ ○
12/25：農道等の共同施設の管理につい
ての検討会を開催

「実施状況報告書」の作成について（農地維持の報告）

提出様式である「活動記録」（様式第1-6)と整合し
ているかご注意ください。
また、「点検及び機能診断結果の記録」も活用してく
ださい。

活動計画書に位置づけた活動にチェック。

※最新の活動計画書に位置づけていない活動をされる
場合は、事前に変更申請が必要。

（農地維持だけの計画で、共同の活動項目をする場合）

※「事務・組織運営の研修」
「地域資源の適切な保全管理のための推
進活動」
については、備考に実施日と内容を記載し
てください。

ピンク色が付いている活動は、年1回以
上実施することが、要件です。

【記入例】
計画「○」→実施「○」もしくは「●」
計画「－」→実施「－」
※計画「○」→実施「－」もしくは「空欄」は要件未達成
※計画「－」→実施「○」の場合は活動計画書の変更

届けが必要。（活動を追加及び変更した場合）

「計画」
・活動計画書で計画した項目に「○」を記入
・上記以外の項目は「－」を記入

「実施」
・活動記録で記録された項目に「○」を記入
・計画した項目を実施しなかった場合は「●」を記入し、

未実施とした理由を記入（点検の結果の記録が根
拠となります）

・上記以外の項目は「－」を記入

26

※水路、農道の草刈りは演習2のＡの答えのために緑で着色



（２）資源向上支払交付金

①地域資源の質的向上を図る共同活動

活動項目 計画 実施 備考

施設の軽
微な補修

機能診断・
計画策定

農用地 ○ ○

施設（水路・農道・ため池） ○ ○

年度活動計画の策定 ○ ○

実
践
活
動

農
用
地

①畦畔・農用地法面等の補修
等

○ ●
機能診断の結果、破損箇所等が確認さ
れなかった

②施設の補修等 ○ ●
機能診断の結果、破損箇所等が確認さ
れなかった

水
路

①水路の補修等 ○ ○

②付帯施設の補修等 ○ ○

農
道

①農道の補修等 ○ ●
機能診断の結果、破損箇所等が確認さ
れなかった

②付帯施設の補修等 ○ ●
機能診断の結果、破損箇所等が確認さ
れなかった

た
め
池

①堤体の補修等 - -

②付帯施設の補修等 - -

機能診断・補修技術等の研修 ○ ● 平成27年度、実施済み

農村環境
保全活動

計画
策定

生態系保全 ○ ○

水質保全 - -

景観形成・生活環境保全 ○ ○

水田貯留機能増進・地下水かん養 - -

資源循環 - -

啓発・普及 ○ ○

実践
活動

生態系保全 ○ ○ セイタカアワダチソウの駆除

水質保全 - -

景観形成・生活環境保全 ○ ○ ゴミ拾いを実施

水田貯留機能増進・地下水かん養 - -

資源循環 - -

多面的機能の
増進
を図る活動

広報活動 - -

その他 ○ ○ セイタカアワダチソウの駆除

「実施状況報告書」の作成について（共同活動の報告）

【記入例】
計画「○」→実施「○」もしくは「●」
計画「－」→実施「－」
※計画「○」→実施「－」もしくは「空欄」は要件未達成
※計画「－」→実施「○」の場合は活動計画書の変更

届けが必要。（活動を追加及び変更した場合）

※「機能診断・補修技術等の研修」
「農村環境保全活動」の実践活動」
「多面的機能の増進を図る活動」
については、備考に簡単な活動内容を記載してください。

「計画」
・活動計画書で計画した項目に「○」を記入
・上記以外の項目は「－」を記入

「実施」
・活動記録で記録された項目に「○」を記入
・計画した項目を実施しなかった場合は「●」を記入し、

未実施とした理由を記入（機能診断の結果の記録
が根拠となります）

・上記以外の項目は「－」を記入

提出様式である「活動記録」（様式第1-6)と整合し
ているかご注意ください。
また、「点検及び機能診断結果の記録」も活用してく
ださい。

ピンク色が付いている活動は、年1回以
上実施することが、要件です。

※ 「多面的機能の増進を図る活動」の要件を追加されな
い組織については、「増進活動」の「広報活動」は「計
画」及び「実施」は「－」となります。
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②施設の長寿命化のための活動

計画 ※活動計画書より転記 実績 計画の進捗

活動区分 活動内容
延べ数量

[A]
暫定数量 完成数量

累積完成
数量
[B]

進捗率
[B]/[A]（％）

補修 水路側壁の嵩上げ 0.05Km 0.01Km 0.05Km 100%
補修 水路の破損部分の補修 0.01Km 0.01Km 0.01Km 100%

更新等 未舗装農道を舗装（コンクリート） 0.5Km 0.1Km 0.2Km 40%

いずれかをチェック

■有 □無 （注） 施設の長寿命化のための活動における直営施工の有無をチェックする。

③地域資源保全プランの作成

策定年月日 地域資源保全プランの提出
チェック

平成 年 月 日
□ 認定・交付申請の際に提出済み

□ 今回提出

④組織の広域化・体制強化

ア．広域活動組織の設立

設立年月日 広域協定の認定書の写しの提出
チェック

平成 年 月 日
□ 採択・交付申請の際に提出済み

□ 今回提出

イ．特定非営利活動法人化

法人登記年月日
特定非営利活動促進法第13条第２項の

登記事項証明書の写しの提出チェック

平成 年 月 日
□ 採択・交付申請の際に提出済み

□ 今回提出

（３）向上活動支援交付金（高度な農地・水の保全活動） ※ 平成25年度からの継続地区のみ対象

計画
実績

計画の進捗
備考

活動区分 活動内容
延べ数量

[A]
累積完成数量

[B]
進捗率

[B]/[A]（％）

「実施状況報告書」の作成について（長寿命化の報告）

提出様式である「活動記録」（様式第
1-6)と整合しているかご注意ください。

広域組織のみ報告が必要。
策定年月日：保全組織の設立年

月日を記入。

広域協定の
認定書の写

しの提出：提出された時期に
チェック

【計画】
平成29年度に実施した活動のみを記載。
※活動区分、活動内容、延べ数量は活動計画書、

または、変更活動計画書にある活動内容等をそ
のまま記入。

【暫定数量】
翌年度に使用するための資材等の数量を計上。

【完成数量】
平成29年度に実施した数量を計上。
※委託の場合は、契約の数量以上か現地で要確認。

自主施工の場合は、完成後、現地で数量を確認。

※数量の単位は「m」、「箇所」、「㎡」（農地のみ）で
計上。
※舗装については、「m」で記入。また、客土は「箇

所」または「㎡」で記入。

【累積完成数量】
平成26～28年度に完成した数量と平成29年度に完
成した数量を足した数量を計上。

島根県内で該当組織なし
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※変更が必要な場合（Ｐ36参照）
1・活動計画書にない活動をした場合。
2・活動計画書に記載した年度と相違

した場合。
3・延べ数量が変更になった場合。

長寿命化にかかわる草刈り等「直営施工」
を実施したかをチェックします。

島根県内で該当組織なし

島根県内で該当組織なし



２．農地中間管理機構の借り受け

いずれかをチェック

□有 ■無 （注） 認定農用地内において農地中間管理機構が借り受けている農用地の有無をチェックする。

３．総会又は運営委員会の実施時期

下記のとおり総会又は運営委員会を開催し構成員の了解を得ています。

開催日 平成 29年 4月 15日

４．消費税に係る課税事業者の該当の有無

□ 課税事業者に該当

（注）

前々年度の課税売上高が１，０００万円を超えた場合、または、「消費税課税事業者選択届出書」を提出して課税
事業者を選択し、消費税に係る課税事業者となった場合にチェックを記入する。

「実施状況報告書」の作成について（その他の報告）
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協定農用地内に「農地中間管理機構が借り受けている農用地の有無を記入してください。
※市町村に確認されることをおすすめします。

当該年度（4月1日～3月31日）中に実施した総会又は運営委員会の日を記載してください。
（平成28年度以前は、当該年度の実施状況報告書提出前の総会等の報告でした。）



活動報告確認票の作成（広域組織のみ）

※各協定の集落の活動報告を運営委
員会が確認します。

※各協定の集落の活動、その他参加団
体の活動を基に運営委員会が【実施状
況報告書】を作成します。

但し、各協定の集落の「計画」・「実施」・
「報告」に係る内容を直接、運営委員会
が把握している場合は、その内容を運
営委員会で確認すれば、【活動報告確
認票】の作成を省略できます。

広域組織は、各協定の集落ごとに活動報告確認票（別記１－5様式第１号）を作成します。

（別記１－５様式第１号）

平成29年度 多面的機能支払交付金に係る
実施計画、活動報告及び運営委員会による活動報告確認票（○○集落）

参
加
集
落
（
活
動
組
織
）

実施
計画

策定日 平成 年 月 日 策定者 ○○集落 ○○ ○○

【１．農地維持支払（地域資源の基礎的保全活動）】

当該年度に実施する活動について「○」を記入し、実施予定時期を記入する。
実施しない場合は、「－」を記入する。（研修等、運営委員会が一括して行う場合も「－」を記入する。以下同じ。）

【２．資源向上支払（施設の軽微な補修）】

当該年度に実施する活動内容及び実施数量を記入する。
実施しない場合は、「－」を記入する。

活動
報告

報告日 平成 年 月 日 報告者 ○○集落 ○○ ○○

【１．農地維持支払 ２．資源向上支払（施設の軽微な補修）】

活動を実施した場合は、活動報告欄に「○」を記入する。なお、活動記録を別途提出する。

活動を実施しなかった場合は、活動報告欄に「●」を記入し、「未実施理由」欄に未実施の理由を記入する。
計画外は「－」を記入する。

運
営
委
員
会

活動報告の確認

確認日 平成 年 月 日 確認者 ○○運営委員会 ○○ ○○

①運営委員会は参加集落（活動組織）から別途提出される活動記録等により、活動報告の記載内容を確認する。

②必要に応じて現地確認を行い、現地確認を行った場合は、その旨を備考欄に記載する。

③未実施理由の記述が適正な場合には、「○」を記入する。

④計画に沿った活動が実施されていない場合には、活動を適正に実施するように指導する。当該年度の活動要件が未達成となる場合は、活動の実施を確認し、「○」を記入する。

１．農地維持支払交付金（地域資源の基礎的な保全活動）

活動項目

実施計画 活動報告
活動報告の確認
（運営委員会記入）

実施予定時期 未実施理由 備考

地
域
資
源
の
基
礎
的
な
保
全
活
動

点検

農用地

施設（水路・農道・ため池）

年度活動計画の策定

事務・組織運営の研修

実
践
活
動

農
用
地

遊休農地発生防止
のための保全管理

【遊休農地解消面積】 a a

畦畔・農用地法面・
防風林等の草刈り

施設の適正管理

異常気象時の対応

水
路

水路の草刈り

水路の泥上げ

施設の適正管理

異常気象時の対応

農
道

路肩、法面の草刈り

側溝の泥上げ

施設の適正管理

異常気象時の対応

た
め
池

ため池の草刈り

ため池の泥上げ

付帯施設の適正管理

異常気象時の対応

２．資源向上支払交付金（地域資源の質的向上を図る共同活動：施設の軽微な補修）

活動項目

実施計画 活動報告
活動報告の確認
（運営委員会記入）

実施予定時期 未実施理由 備考

施
設
の
軽
微
な
補
修

機能診断・計画策定

農用地

施設（水路・農道・ため池）

年度活動計画の策定

実
践
活
動

農
用
地

畦畔・農用地法面等
の補修等

施設の補修等

水
路

水路の補修等

付帯施設の補修等

農
道

農道の補修等

付帯施設の補修等

た
め
池

堤体の補修等

付帯施設の補修等

機能診断・補修技術等の研修
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【助さん】
「保全管理組織版」を使用されている広域組織は、
出力可能です。



その他参考1：増進活動の記録について

活動計画書で選択した項目を毎年度実施

「活動記録」へ整理

（様式第１－６号）

平成 29 年度 多面的機能支払交付金 活動記録

組織名： 島根環境保全会

活動実施日時 活動参加人数 活動内容

備考
実施月日

実施時間
総参加人数 農業者 農業者以外 活動区分

施設又は
テーマ

具体的な活動内容 ＜（ ）書きは長寿命化の場合＞

時間帯 実施時間 活動項目（対象活動） 取組（取組内容）

5月1日 8時00分 ～ 10時00分 2:00 18 人 8 人 10 人

□農地維持 ■資源向上（共同） □調査・計画 ■実践活動 □事務処理等

― 多面的機能増進を図る活動 遊休農地の有効活用
児童の田
植え体験

□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

6月1日 8時00分 ～ 12時00分 4:00 15 人 15 人 0 人

□農地維持 ■資源向上（共同） □調査・計画 ■実践活動 □事務処理等

水路
水路の補修等
多面的機能増進を図る活動

水路法面の初期補修
地域住民による直営施工

重機使用□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

7月1日 8時00分 ～ 12時00分 4:00 25 人 25 人 0 人

□農地維持 ■資源向上（共同） □調査・計画 ■実践活動 □事務処理等

生態系保全 多面的機能増進を図る活動
外来種の駆除
農村環境保全活動の幅広い展
開

セイタカア
ワダチソ
ウの駆除

□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

10月1日 8時00分 ～ 12時00分 4:00 20 人 20 人 0 人

■農地維持 ■資源向上（共同） □調査・計画 ■実践活動 □事務処理等

農用地
施設の適正管理
多面的機能増進を図る活動

鳥獣害防護柵等の適正管理
農地周りの共同活動の強化

柵周辺の
草刈り

□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務

11月1日 9時00分 ～ 10時00分 1:00 25 人 10 人 15 人

□農地維持 ■資源向上（共同） □調査・計画 ■実践活動 □事務処理等

― 多面的機能増進を図る活動
農村文化の伝承を通じた農村
コミュニティの強化

花田植え
を実施

□資源向上（長寿命化） □広域化・体制強化 □啓発・普及 □研修・会議

□資源保全プラン □特例措置を適用した活動 □設置等 □発注事務
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【委託の流れ】

１.現地で複数の見積業者へ施工方法などの説明を行ってください。・・・現場説明

※見積り業者から【指名停止に関する申立書】を求めてください。

※見積業者の数は、市町村へ確認してください。

２.複数の見積書の内容を確認後、業者を決定し、契約書（書面）で契約を交わしてください。

３.工事内容、工期など契約書の内容に変更が生じた場合は、変更契約が必要です。

４.工事完了後、施工業者からの完了届、施工業者が整理した写真整理帳の提出を受けて、現地で施工

数量などを確認してください。・・・完了検査

５.請求書を確認後、適正であれば支払ってください。

※振込手数料は工事費とは別で交付金から支出してください（請求と領収が同額となるように）

【留意点】

１.契約書の発注者は、正式な組織名で行ってください。

２.契約の変更が生じた場合は、変更内容がわかる資料の整理が必要です。（変更契約）

３.現場での工事完了の確認の際は、必ず、工事の起終点がわかるようにマークをし、その起終点間の

数量が契約の数量と一致しているか確認してください。

４.請求書の金額が適正であるかを確認した上で、業者へ工事代金を支払ってください。

※請求書に「工事一式」だけの記載では、請求金額が適正であるかが確認できません。

その他参考2：工事委託の流れ

【財産管理台帳】（長寿命化で更新をした組織）

１.施設の更新（舗装、一路線の水路の更新、土水路に製品を敷設など）をした際は、財産管理台帳の

作成が必要です。

２.施設の更新をした場合は、施設の所有者である市町村または、改良区へ速やかに譲渡手続きを行っ

てください。
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平成29年度施工分

平成28年度施工分

平成30年度施工予定

施工現場での留意点

その他参考3：施工箇所の管理について

平成29年度に補修等された区間がわかるように起点と終点にマークをしてください。

※委託の場合は、業者の方にマークするように依頼してくだい。

直営施工の場合は、活動組織でマークするようにしてください。

単年度施工についても同様です。

協定の対象となる資源
農用地

開水路

パイプライン

農道

ため池

遊休農地
農村環境向上活動

を実施する範囲

島根環境保全会
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施工箇所を図面で整理（参考）

未舗装農道を舗装（コンクリート） Ｌ＝100ｍ
60mをＨ27施工 Ｈ28施工完了

未舗装農道を舗装（コンクリート） Ｌ＝400ｍ
100ｍをＨ29施工

水路側壁の嵩上げ Ｌ＝30ｍ
10ｍをＨ26施工、Ｈ27施工完了

水路側壁の嵩上げ Ｌ＝20ｍ
内、北側から10mをＨ28施工、Ｈ29施工完了

水路の破損部分の補修 Ｌ＝10ｍ
Ｈ29施工完了



金銭出納簿の「分類」の欄に記載する際は、下表を参考にして番号を記載して下さい。

分類番号 費 目 内 容

1 日当
・活動参加者への日当（草刈り機持ち込み料や燃料費を含む場合は一括ここに計上）

・役員等の事務日当

2 購入・リース費

・補修資材購入費（砕石、砂利、セメント、生コンクリート、木材、金物類、コンクリート水路製品、コンクリート蓋、グレーチング
蓋、縞鋼板、塩ビ管、ポリエチレン管など）

・機械器具購入費（草刈機、替え刃、鎌など）

・植生資材購入費（花苗、苗木、種代、肥料、防草シート、移植ごてなど）

・機材リース・借り上げ費（トラック、重機（オペレーター付きは含んだもので））

・鳥獣害防護柵の材料（支柱、メッシュ網、電牧柵など）

・農村環境保全活動に係わる資材購入費（水質検査キット、タモなど）

・燃料費（単独購入の場合）

・啓発看板・掲示板の購入費用（部分的な製作外注も含む）

・塗装費（錆止め塗料、上塗り塗料等）

3 外注費

・建設業者等への外注費

・事務の外注費（県土連や土地改良区などとの契約行為によるもの）

・技術指導、研修会等のための外部から招く専門家等への謝金、謝礼（全て領収書が必要。構成員が指導者の場合は日当で
対応すること。お礼の品は不可。）

4 その他

・農地維持及び資源向上（共同）活動の目的に伴う先進地視察や研修に係る旅費（バス等借り上げ料含む）
なお、営農に関する視察は不可

・会場使用料

・保険料（活動に係る傷害保険）

・事務機器（パソコン、プリンター、デジカメ、ＵＳＢ等含む）

・修理費（本交付金の活動で故障した際の修理費、部品代等）

・事務用品（文房具、コピー用紙）

・役員報酬及びアルバイト等への賃金

・活動時の飲料（お茶・ジュース）（アルコール類・ツマミ類は不可）、茶菓、図書券（子供への参加賞）などの費用

・弁当（午前、午後に活動が跨る時）

・振込手数料（返還金に伴う手数料は除く）

・上記（日当、購入・リース費、外注費）に分類できないもの

注１）購入又は長期リースした財産は、金銭出納簿の備考欄へ保管場所を記載すること。ただし、消耗品については、記載の必要はありません。

注２）活動でのジュース、お茶、茶菓代等の購入は、「お茶代等」に統一して記載。

注３）弁当（折り詰め類はダメ）はお茶込みで1,000円以内が目安。

注４）記載にあたって疑義が生じた場合、速やかに市町村担当者へ相談してください。
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その他参考4：多面的機能支払交付金の会計仕分けについて



平成３０年３月３１日

○○○○市町村長 様

住所 ○○市○○町○番地

組織名 島根環境保全会

代表者氏名 会長 島根 けん太郎 印

多面的機能支払交付金に係る変更届について

このことについて、活動計画に変更が生じたため別添活動計画

書のとおり届出ます。

【添付資料】

変更後の活動計画書（変更箇所に下線）

35

活動計画書の活動項目の追加など変更が生じた場合は変更届が
必要です。（交付金に関わらない変更）

変更の例：○長寿命化の活動の変更
○経理を一本化

変更の届け出は、次の書類提出に添付してください。
・当該年度の実施状況報告書（届け年月日は3月31日）

代表等の役員の変更、構成員の変更、口座変更、代表の
住所変更が生じた場合も変更届が必要となります。

その際の変更は随時、届け出をお願いします。添付資料
は、変更が生じた資料となります。

参考5-1：変更届について

交付金に係わる重大な変更の場合は、『事業計画の変更
認定申請』の手続きが随時、必要です。

※面積の変更や施設の追加
※活動期間の延長
※農地維持だけの計画で、簡易な補修等をする場合は、

活動の前に手続きが必要
※従来通りの経理区分（経理区分を明確）で農地維持、共

同の交付金を長寿命化の活動に活用する場合は、活動
前に手続きが必要

参考5-2：変更認定申請について

変更届けの記入例



（２）施設の長寿命化のための活動

活動区分 活動内容 延べ数量
年度計画

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

■補修 □更新等 水路側壁の嵩上げ 50m

■補修 □更新等 水路の破損部分の補修 10m

□補修 ■更新等 未舗装農道を舗装（コンクリート） 500m

多面的機能支払交付金に係る活動計画書

変更例：水路側壁の嵩上げ：年度計画を「Ｈ26～Ｈ30」→「Ｈ26～Ｈ29」に変更
水路の破損部分の補修：計画なし→「活動内容」を追加
未舗装農道を舗装（コンクリート）：延べ数量を「400m」→「500m」に変更

協定の対象となる資源

農用地

開水路

パイプライン

農道

ため池

遊休農地
農村環境向上活動
を実施する範囲

島根環境保全会未舗装農道を舗装（コンクリート） Ｌ＝100ｍ
60mをＨ27施工 Ｈ28施工完了

未舗装農道を舗装（コンクリート） Ｌ＝400ｍ
100ｍをＨ29施工

水路側壁の嵩上げ Ｌ＝30ｍ
10ｍをＨ26施工、Ｈ27施工完了

水路側壁の嵩上げ Ｌ＝20ｍ
内、北側から10mをＨ28施工、Ｈ29施工完了

水路の破損部分の補修 Ｌ＝10ｍ
Ｈ29施工完了

10 20 10 10

10

60 40 100 300

参考5-3：変更届について・・・長寿命化の変更例
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【変更の計画書】
年度計画以外の変更箇所に下線

【変更の計画書に添付する位置図】
変更箇所の修正及び施工年度の記載

最終年度は「完成数量」と「延べ数量」が同
数量となるように変更届が必要となります。
※実施状況報告書と延べ数量等が一致す

る必要があります。

【助さん】
Ｈ26年度以降の長寿命化の実績数量を入力してあ
ると自動的に「年度計画」に数量が表示されます。



参考6：農地維持支払及び資源向上支払（共同）による施設の長寿命化のための活動の実施等
手続きについて・・・Ｐ2の詳細

農地維持・共同
１００万円

長寿命化の活動
３０万円

【パターン1（長寿命化の交

付を受けていない組織）】

【パターン1】

規約の変更 ・・・なし

活動計画書の変更 ・・・変更認定（活動前に市町村へ提出）

活動記録 ・・・新様式（Ｐ6参照）

金銭出納簿 ・・・新様式（Ｐ6参照）

実施状況報告書 ・・・新様式（Ｐ8参照）

平成28年度からの持越額・・・平成29年度以降の長寿命化への活用は不可

農地維持と共同の交付金を活用して長寿命化の活動に充

当した支出を明確にして記載
農地維持と共同の活動で支出を伴わない活動、

長寿命化の活動を農地維持と共同の交付金を活用して実施した

活動を記載

農地維持と共同の交付金を活用して実施する

活動と長寿命化の活動を明確にして記載

長寿命化の活動を追加
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【パターン2（一路線を施工）】

従来通りの経理区分

（経理を明確に区分）

【パターン2】

規約の変更 ・・・なし

活動計画書の変更 ・・・変更認定（活動前に市町村へ提出）

活動記録 ・・・新様式（Ｐ6参照）

金銭出納簿 ・・・新様式（Ｐ6参照）

※長寿命化の70万円の契約について見積から領収書までを20万円と50万円を明

確に区分して計上。（直営施工も同様に資材代等を20万円と50万円を明確にし

て計上。按分は不可。）

実施状況報告書 ・・・新様式（Ｐ8参照）

※長寿命化の70万円の活動について20万円と50万円それぞれの施工数量を計上

平成28年度からの

農地維持・共同の持越額・・・平成29年度以降の長寿命化への活用は不可

農地維持と共同の交付金を活用して実施する活動と長寿命化の活動

を明確にして記載

農地維持・共同
８０万円 長寿命化

５０万円

農地維持・共同
２０万円

農地維持と共同の交付金を活用して長寿命化の活動に充

当した支出を明確にして記載
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農地維持と共同の活動で支出を伴わない活動、

長寿命化の活動を農地維持と共同の交付金を活用して実施した

活動を記載

活動計画書



農地維持・共同
＋長寿命化

１５０万円

【パターン3】

経理区分の一本化

【パターン3】

規約の変更 ・・・あり（活動前に総会にて変更が必要）

活動計画書の変更 ・・・変更の届出（規約と併せて市町村へ提出）

活動記録 ・・・新様式（Ｐ6参照）

金銭出納簿 ・・・新様式（Ｐ7参照）

実施状況報告書 ・・・新様式（新しく追加された表）（Ｐ8参照）

通帳 ・・・従来通り2つの通帳で管理

平成28年度からの

農地維持・共同の持越額・・・平成29年度以降の長寿命化への活用は不可

島根環境保全会 規約

平成２６年４月１日制定

平成２９年８月１日改定

（総会の権能）

第８条 総会はこの規約において別に定めるもののほか、次の各号に掲げる事項を議決する。

三 農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動を除く）の収

支決算に関すること。

四 資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動）の収支決算に関すること。

三 維持支払交付金及び資源向上支払交付金の収支決算に関すること

（資金）

第14条 活動組織の資金は、次の各号に掲げるものとし、その会計に当たってはそれぞれ区分して経理する。

一 農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動を除く）

二 資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動）

一 農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金

経理区分を区別しない旨の変更

延べ数量や活動内容の追加等があればその旨を記載

定型文を記載

活動計画書
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